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2　　創価ロージャーナル第 9 号
Ⅳ　保留地の狩猟権，漁業権および採集権の規制
1．部族による規制
　（1）　インディアン部族は，父祖伝来の土地からの強制移住，土地割当と
アメリカ社会の本流への同化（1871年〜1928年），インディアン再組織（1928年
〜1942年），管理終結（1943年〜1961年），そしてインディアン部族の自決および
自治（self─determination and self─government）（1961年〜現在）へと連邦政府のそ
の都度の一方的思惑による政策に翻弄されるという歴史を辿ってきた。特
に，1960年代に始まる部族の自決および自治を促進するという連邦による政
策転換によって，インディアン部族の多数は，成文法典を採択し，自身の司
法制度を確立し
270）
，さまざまな経済活動に従事することによってその経済状態
の改善を試みるようになってきた。しかしこのことは，同時必然的に部族を
して連邦のみならず州との広範囲にわたるさまざまな法的紛争に巻き込む事
態を出来することにもなるのである。
270）　See, e.g., Bobert D. Cooter & Wolfgang Fikntscher, Indian Common Law: The Role of 
Custom in American Indian Tribal Courts （Part I of II）, 46 AM. J. COMP. L. 287 （1998）; 
Robert Porter, Strengthening Tribal Sovereignty Through Peacemaking: How the Anglo─
American Legal Tradition Destroys Indigenous Societies, 28 COLUM. HUM. RTS. L. REV. 235 
（1997）; Paul S. Volk, Note, The Legal Trial of Tears: Supreme Court Removal of Tribal 
Court Jurisdiction Over Crimes By and Against Reservation Indian, 20 NEW ENG. L. REV. 247 
（1985）; Joseph A. Myers, Elbridge Coochise, Development of Tribal Court: Past, Present, and 
Future, 79 JUDICATURE 147 （1996）.
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　第一のそして最も重要なアメリカ・インディアン法における法理は，イン
ディアン部族の固有の主権の法理（doctrine of inherent sovereignty）である。
部族主権とは，部族は条約，合意又は合衆国議会の制定する法律によって制
限されない限り，合衆国憲法の拘束を免れて自らの権限を行使し得る国内の
従属国（domestic dependent nation）であることをその内容とする
271）
。1934年制定
の「インディアン再組織法」（the Indian Reorganization A
272）
ct）（以下，IRA という。）
の立役者であるコーエンは，「インディアン法全体にわたる基本原理は，合
法的にインディアン部族に付与れた権限は一般的に合衆国議会の明白な立法
によって承認された委任権限（delegated powers）ではなく，むしろ決して消
滅させられてこなかった制限された固有の主権の権限であるとする原理であ
る。各々のインディアン部族は，それ自体，条約および立法によって承認さ
れた主権国家（sovereignty power）として連邦政府とのその関係を開始してい
る。主権の属性としての権限は，時として合衆国議会の判断において，部族
がもはや完全に処理することが許され得ないとされた事項をインディアン部
族の統制・管理から取り上げることを意図した特別の条約および立法によっ
て制限されてきた。その場合，合衆国議会制定法は，部族主権の根拠又はそ
の積極的内容を決定するというよりも，部族主権の制限如何を決定するため
に審理されなければならない。明白に制限されていないところのものは，部
族主権の領域に留まる。インディアン部族の権限を制限するものと考えられ
得る合衆国議会制定法は，疑いのある推論によって不当に拡大解釈されては
ならない」。「共和国の初期の段階から，インディアン部族は，『別個の，従
属的な政治的コミュニティー』（distinct, independent, political communities）とし
て承認されてきており，それ自体，連邦政府による権限の委任によるのでは
なく，むしろ部族の固有の部族主権を理由に自治を行使する権限を有すると
されてきた。従って，条約および合衆国議会制定法は，裁判所によって始原
271）　L. Scott Gould, The Consent Paradigm: Tribal Sovereignty at the Millennium, 96 COLUM. 
L. REV. 809, 810 （1996）.
272）　Act of June 18, 1934, ch. 576, 48 Stat. 984 （codified as amended at 25 U.S.C. §§ 461─479 
（2014））.
4　　創価ロージャーナル第 9 号
的部族権限の制約の根拠としてというよりも，又は部族権限の直接的根拠と
してというよりも，当該権限の承認の証拠として注視されてきた。」と述べ
ている
273）
。
　（2）　部族に保留された自治権（powers of self─government）によって，保留
地での狩猟，漁猟および採集の権利を保有する彼ら部族は，部族構成員の権
利行使に際して当該部族構成員を規制する権限を保持するのである。かかる
点について合衆国第九巡回区控訴裁判所は，Settler v. L
274）
ameer（以下，Settler
判決という。）で，条約で保留された漁業権は部族の共同体的権利であって，
個々の部族構成員がこれらの権利から利益を得るところ，これらの権利が何
時，いかなる方法で行使し得るかの決定は「内部問題」（internal affairs）であ
って，部族によって保留された主権の究極の遺物（last remnant）は，彼らの
内部的および社会的関係を規制するための権限であると判示しているところ
である
275）
。
2．州による規制
　（1）　統治機構を有する部族の構成員によって行なわれる狩猟，漁業およ
び採集活動に対する競合的規制権限（concurrent regulatory authority）を行使する
ための州の権限は，著しく制限されるところである
276）
。合衆国最高裁判所は，
インディアン保留地における部族構成員による狩猟および漁業を州が規制し
得るかが争点となった Mescalero Apache Tribe 判決
277）
において，州の介入を原
則的には否定し，州は「例外的諸状況」（exceptional circumstances）が存在する
場合にのみこれを規制し得ると判示し，ワシントン州鳥獣保護省が，プュア
ラップ族は条約を根拠に州の魚類保護法の適用を免除されないとして宣言的
判決を求めて訴訟提起した Puyallup Tribe v. Dep’t of Game of W
278）
ashington
273）　COHEN, supra note 51, at 122. See generally COHEN’S HANDBOOK, 2012 ed, supra note 135, § 
4.02─4.03, at 222─54.
274）　507 F.2d 231 （9th Cir. 1974）.
275）　Id. at 237. See also New Mexico v. Mescalero Apache Tribe, 462 U.S. 324, 330 （1983）; 
Williams v. Lee, 358 U.S. 217, 221─22 （1959）.
276）　See COHEN’S HANDBOOK, 2012 ed, supra note 135, at 35, § 18.03 ［2］, at 1160.
277）　462 U.S. 324 （1983）.
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（以下，Puyallup III 判決という。）において，州は資源保護（conservation）の利益
のため，「規制が適切な基準（appropriate standard）に適合し，インディアン
を差別する（discriminate）ものでない限りにおいて」，漁業の方法，獲物の型
および商業目的の漁業等を規制し得ることを確認している。以下，Puyallup 
III 判決の内容を見ることによって，州による保留地の狩猟および漁業につ
いての規制問題の理解を深めることとする。
　（2）　既に見てきた1854年のメディスン・クリーク条約
279）
（以下，「本件条約」
という。）第 2 条は，プュアラップ族保留地（Puyallup Reservation）は，「他と
分離され，および必要とされる限りにおいて，彼らの排他的利用のために測
量され，並びに線引きされる。いかなる白人も，部族および監督官又は政府
職員の許可なくして同場所〔保留地〕に居住することはできないものとす
る。」と規定し，同第 3 条は，「空閑地および請求者のいない土地で狩猟し，
植物の根および果実を収集し，並びに馬を放牧する特権に加えて，全ての通
例の，および慣習に従った土地および場所で〔ワシントン〕準州の全ての市
民と同じように漁業に従事し，治療のために一時的家屋を建設する権利が
〔本条約にいうプュアラップ族，ニスクアリー族等の〕インディアンに保障
される。」と規定している。
　事件と関連する魚類は，プュアラップ川（Puyallup River）およびニスクア
リー川（Nisqually River）に遡上する 4 種類のサケとスチールヘッド・トラウ
トであるが，魚は太平洋からピュージェット湾（Puget Sound）を通過し，産
卵のために河口から遡上する。公海上での捕獲は，1952年 5 月 9 日のカナ
ダ，日本，そして合衆国との協定で取決めが為されている。ワシントン州の
領域内の漁業権ないし漁業について，ワシントン州（以下，州という。）は，
事細かな規定を置いている（以下，事件当時の法令）。州は，漁業を行なうこと
ができる漁期，漁場として公開される場所，そして使用可能な用具を特定し
278）　433 U.S. 165 （1977）.
279）　Treaty with the Nisquallys, Puyallups, Steilacooms, Squawskins, S’Homamish, 
S’Homamish, Stehchass, T’Peeksins, Squi─aitls, and Sa─heh─wamish, Dec. 26, 1854, 10 Stat. 
1132.
6　　創価ロージャーナル第 9 号
（Wash. Admin. Code §§ 220─16─010 to 220─48─060 （salmon）; Temp. Reg. No. 273 （1968） 
（steelhead）），漁業に従事するには許可証が必要とされ（Wash. Rev. Code §§ 
75.28.010─75.28.380; §§ 77.32.005─77.32.280），スチールヘッド・トラウトの捕獲は
釣針に限定され（Wash. Dept. of Game, Perm. Reg. No. 34 （1964）.），商業目的のそ
れは認めていない。サケの捕獲は，一定の場所で一定の型の網を用いて商業
目 的 で 行 な う こ ろ が で き る と さ れ て い る（Wash. Rev. Code §§ 75.12.140, 
75.12.010）。定置網の使用は，サケとスチールヘッド・トラウトの捕獲につい
て州内の全ての流域で禁止されている（Wash. Rev. Code §§ 75.12.060, 77.16.060）。
プュアラップ・インディアンは，コメンスメント湾（Commencement Bay），
プュアラップ川の河口および上流地域で定置網を用いて魚を捕獲しており，
ニスクアリー・インディアンは，ニスクアリー川の淡水流域で定置網を用い
ている。インディアンたちは，自らの需要のためのみでなく，商業目的で漁
業に従事している。1963年，州鳥獣保護省（スチールヘッド・トラウトを管轄して
いる。）および漁業省（サケを管轄している。）は， 2 つの部族のインディアンに
よる定置網魚は明らかに州の法令に違反するとして，宣言的救済と差止を求
めて訴訟を提起した
280）
。
　合 衆 国 最 高 裁 判 所 は，1968年 の Puyallup Tribe v. Dept. of Game of 
Washington, et a
281）
l.（以下，Puyallup I 判決という。）で本件条約第 3 条に規定され
た漁業権は保留地外の漁業に及ぶとしたが，商業目的の漁業方法，獲物の
型，商業目的の漁業規制およびそれに類するものは，規制が適切な基準を満
たし，インディアンを差別しない限りにおいて資源保護の利益のために州に
よって規制され得るとした。そして合衆国最高裁判所は，州裁判所判決はイ
ンディアンを含む全ての者の淡水流域又は河口での定置網の使用禁止および
これら地域での釣針と釣糸のみによる漁業許可が合理的かつ必要不可欠の資
源保護の方法か否かの問題を解決していないとして事件を州裁判所に差戻し
た
282）
。
280）　391 U.S. 392, 394─96 （1968）.
281）　Id.
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　差戻し後，州漁業省は規制を改め，インディアンがプュアラップ川で定置
網を使用することを認めた（但し，湾と放卵地域での漁獲は，引き続き禁止とされて
いる。）が，州鳥獣保護省は，1970年にスチールヘッド・トラウトについて引
き続き定置網の使用を全面禁止とした（以下，「1970年規制」という。）。そこで，
残された問題は，1970年規制の取り扱いにあったが，州最高裁判所はこれを
支持した
283）
。合衆国最高裁判所は，サーシオレイライを認め，1973年の
Department of Game of Washington v. Puyallup T
284）
ribe（以下，Puyallup II 判決
という。）で条約で保障されたプュアラップ族の漁業権は，スチールヘッド・
トラウトの定置網魚の使用禁止を排除するとし，釣針と釣糸のみの漁獲を認
める州鳥獣保護省の規制はインディアンを差別するものであり，スチールヘ
ッド・トラウトの漁獲を認める限り，規制はインディアンの権利とスポー
ツ・フィッシングとの間の調整が為されたものでなければならないとして，
州裁判所に事件を差戻した
285）
。
　1975年 4 月，州ピアース郡中間上訴裁判所（Superior Court of the State of 
Washington for Pierce County）は，裁判所は部族の保留地および保留地外での
漁業活動を規制することに管轄権を有するとし，部族構成員がプュアラップ
川で毎年定置網を用いてスチールヘッド・トラウトを漁獲し得る数を制限
し，部族に対して条約に基づく漁業権を行使する部族構成員のリストを作成
し，州鳥獣保護省に報告し，そして裁判所に対して毎週漁獲量を報告するよ
う命じた。州最高裁判所は，若干の修正を加え，これを支持する判決を下し
た
286）
。合衆国最高裁判所は，サーシオレイライを認め，紛争が発生してから14
年が経過した1977年の本件 Puyallup III 判決
287）
で以下のように判示し，事件は
収束に向けて動くのである。法廷意見を執筆したのは，スティーブンズ裁判
282）　Id. at 395─403.
283）　Department of Game v. Puyallup Tribe, 497 P.2d 171 （Wash. 1972）.
284）　414 U.S. 44 （1973）.
285）　Id. at 46─49.
286）　Department of Game v. Puyallup Tribe, 548 P.2d 1058 （Wash. 1976）.
287）　433 U.S. 165 （1977）.
8　　創価ロージャーナル第 9 号
官（Stevens, J.）であり，ブラックマン裁判官が同意意見を書き，ブレナン裁
判官が反対意見を述べている（マーシャル裁判官が同調）。
　上訴人たるプュアラップ族は，本件条約および保留地のインディアン問題
についての連邦の専占に依拠して，スチールヘッドの定置網による捕獲はも
っぱら保留地内で行なわれているのであって，州並びに州裁判所の管轄権は
保留地の漁業には及ばないと主張した。スティーブンズ裁判官は，以下のよ
うに反論する。本件条約第 2 条の文言は，州の介入から自由な漁業権の保留
を言っているに等しいと論じられるが，2 つの合衆国議会制定法（27 Stat. 633 
and 33 Stat. 565）に従って，プュアラップ族は絶対的単純不動産権（fee simple 
absolute）で18,000エーカーの保留地のうち，22エーカーを譲渡したのであっ
て，この22エーカーの土地のいずれもプュアラップ川に隣接している。部族
とその部族構成員のいずれも，プュアラップ川の魚場を彼らの排他的に占有
し続けているのではなく，反対に非インディアンが，被上訴人たる州鳥獣省
の許可を得て被上訴人の監督の下に保留地内で非常に多くの魚を捕獲してい
る。当裁判所は，Puyallup I 判決で「これらのそれぞれの場所での漁業権
は，排他的権利ではない。」とした（391 U.S. 392, 398）。漁業権の行使は，重
要な自然資源を保護するための州の権限（ポリス・パワー（police power））に従
って州による合理的規制に服すとしたのである。当裁判所は，Puyallup II
判決で州裁判所に対してスチールヘッドの捕獲がインディアンの定置網魚と
非インディアンのスポーツ・フィッシングとの間に「公平に割当てられる」
一定の案を示すよう指図したが，上訴人が保留地内の遡河魚を無制限に捕獲
する権限を保持したならば，かかる公平な割当ということは意味をなさいな
いところである
288）
。
　更に上訴人は，下級裁判所は自然資源の保存に必要な基準を設けていない
と主張したが，スティーブンズ裁判官は，この主張も退けている。すなわ
ち，Puyallup II 判決における差戻しを受けて，事実審裁判所は 2 週間にわ
たって専門家の証言を聞き，プュアラップ川のスチールヘッドの生息数を確
288）　Id. at 174─76.
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定し，将来に向けて生息数を減少させることのない捕獲数として，プュアラ
ップ族の漁民によるそれは，毎年遡上する自然のスチールヘッドの45パーセ
ントが適切であると結論した。州最高裁判所がこれを支持したが（548 P.2d 
1058, 1072─73），この割合は当裁判所が Puyallup II 判決で指図したところに
適うものである
289）
。
　合衆国最高裁判所は，Mescalero Apache Tribe 判決とは事案が異なる本
件 Puyallup III 判決で，争点となった保留地の土地が部族に所属しない場
合であって，条約が非インディアンと共に漁業に従事するインディアンの権
利を認め，そして州が稀少で，インディアンと非インディアンにとっての共
通の資源を保護することに利益を有する場合，州の規制に充分な状況が存在
することを認めている。
3．連邦による規制と便宜供与
　（1）　合衆国最高裁判所は，1974年の Morton v. M
290）
ancari（以下，Moncari 判
決という。）において「インディアンに関する特別の問題を処理する合衆国議
会の無条件の権限は，明示的にも黙示的にも合衆国憲法それ自体に求められ
る
291）
。」と判示し，2004年の United States v. L
292）
ara（以下，Lara 判決という。）にお
いても，合衆国憲法は合衆国議会にインディアン部族に関し，合衆国最高裁
判所が絶えず「無条件のかつ排他的」と判示してきた諸権限に法的規定を設
ける広範な一般的権限を認めている。合衆国議会は，憲法による権限の無条
件の承認を合衆国議会が部族の主権的権限を制約し，あるいはこれと反対に
緩和する立法を制定する権限を有することを認めるものと解してきたのであ
ると判示しているところである
293）
。Moncari 判決ないし Lara 判決にいう「無
条件の」という用語は，インディアン問題の領域における合衆国議会の立法
権の範囲を意味し，「排他的」という用語はインディアンの領域における州
289）　Id. at 177. 
290）　417 U.S. 535 （1974）.
291）　Id. at 551─52. 本判決の詳細については，拙著・前掲註14，247頁以下参照。
292）　541 U.S. 193 （2004）.
293）　Id. at 800. 本判決の詳細については，拙著・前掲註14，490頁以下参照。
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法に対する合衆国議会制定法の至上性を意味すると解され，そして「無条件
の権限」とは，インディアン・カントリー内の保健，安全並びに風紀に関す
る総合的な連邦の権限を表すために用いられている
294）
。
　合衆国最高裁判所は，合衆国議会が部族の同意を得ることなく彼ら部族に
対して連邦の政策を直接的に課すことを広く認めてきているところ，合衆国
議会は，インディアンによって保持される他の諸権利を規制する権限と同様
に，保留されたインディアンの狩猟，漁業および採集の権利についてもこれ
を規制し得るところである。合衆国最高裁判所は，ヤンクトン・スー族
（Yankton Sioux Tribe）の部族構成員がノース・ダコタ州に位置するヤンクト
ン・スー族保留地（Yankton Sioux Reservation）において E
295）
SA 等に違反し， 4
羽のハクトウワシ（bald eagle）を殺害した罪で起訴された事件を審理した
United States v. D
296）
ion（以下，Dion 判決という。）において，合衆国憲法上の権
限を行使するに際して制定された合衆国議会の法律の規定は，その文言が明
白かつ明確（clear and explicit）である限り〔以下，「明白かつ明確な意図の基
準」（clear and plain intent standard）という。筆者註〕，たとえ外国との初期の
条約の明文規定に違反したとしても裁判所によって支持されなければならな
いという法理は，長い間にわたって確立されてきたところであって，当裁判
所は，Lone Wolf v. Hitchcock（187 U.S. 553 （1903）.）（以下，Lone Wolf 判決とい
う。）でインディアンとの条約の合衆国議会による廃棄（abrogation）にこの準
則を適用したが，判決の中で，「インディアンとの条約の規定を廃棄する権
限は，条約の規定を無視する正当化事由が政府にある状況が生じた場合のみ
ならず，インディアン・カントリーおよびインディアン自身の利益となる状
況があると判断し得る場合に合衆国議会によって行使できるところである。」
（Id.）と述べている
297）
。
294）　COHEN’S HANDBOOK, 2012 ed, supra note 135, § 5.02 ［1］, at 391.
295）　Act of Dec. 28, 1973, Pub. L. No. 93─205, 87 Stat. 884 （codified as amended 7 U.S.C. § 136, 
16 U.S.C. 1531 et seq. （2014））.
296）　476 U.S. 734 （1986）.
297）　Id. 738. 本文中 Lone Wolf v. Hitchcock について，拙稿・註12，392頁以下参照。
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　（2）　インディアンの狩猟，漁業および採集を規制する合衆国議会制定法
を見るに，合衆国議会第65議会は，1918年 7 月 3 日，「渡り鳥条約法」（the 
Migratory Bird Treaty A
298）
ct）（以下，MBTA という。）を制定している（合衆国法律集
第16編第703条以下
299）
）。以下，抄訳である。
第703条（一般規定）
　 　以下に定められる規制によって許可され，除外されない限り，いかなる
時，いかなる手段，又はいかなる方法であろうと，1916年 8 月16日に締結さ
れた渡り鳥保護に関する合衆国と英国との協定，1936年 2 月 7 日に締結され
た渡り鳥および野生哺乳動物の保護に関する合衆国とメキシコとの協定，
1972年 3 月 4 日に締結された渡り鳥，絶滅危惧鳥およびその環境保護に関す
る合衆国と日本国政府との協定，並びに1976年11月19日に締結された渡り鳥
およびその環境保護に関するソビエト社会主義共和国との協定の文言に含ま
れる，鳥類，その部位，当該鳥類の巣又は卵の全部若しくはその一部を購入
し，狩猟し，取得し，捕獲し，殺害し，又は取得若しくは捕獲若しくは殺害
を試み，売却のために殺害し，又は所持し，提供し，売却し，交換を申し込
み，交換し，購入を申しで，購入し，出荷のために配達し，船積みし，輸出
し，又は輸入し，……ことは違法と看做される。
　また合衆国議会第76議会は，1940年 6 月 8 日，「ハクトウワシ保護法」（the 
Bald Eagle Protection A
300）
ct）を制定している。本法は，1962年改正
301）
でイヌワシに
適用が拡大され，「ハクトウワシおよびイヌワシ保護法」（the Bald Eagle and 
Golden Eagle Protection Act）（以下，EPA という
302）
。）と呼称されている（合衆国法律
298）　Act of July 3, 1918, ch. 128, 40 Stat 755 （codified as amended at 16 U.S.C. §§ 703─712 （2014））.
299）　16 U.S.C. § 701 （2014）. See generally Erin C. Perkins, Comment, Migratory Birds and 
Multiple─Use Management: Using the Migratory Bird Treaty Act to Rejuvenate America’s 
National Environmental Policy, 29 NW. U. L. REV. 817 （1998）; Craig D. Sjostrom, Comment, Of 
Birds and Men: The Migratory Bird Treaty Act, 26 IDAHO. L. REV. 371 （1989）; George 
Cameron Coggins & Sebastian T. Patti, The Resurrection and Expansion of the Migratory 
Bird Treaty Act, 50 U. COLO. L. REV. 165 （1979）.
300）　Act of June 8, 1940, ch. 278, 53 Stat. 250.
301）　Joint Resolution of Oct. 24, 1962, P. L. No. 87─884, 76 Stat. 1246.
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集第16編668条以下
303）
）。以下，抄訳である。
第668条（ハクトウワシおよびイヌワシ）
（a）（禁止行為；刑罰）
　 　合衆国内で，又は合衆国の管轄下にある全ての場所で，以下の定めによっ
て許可を得ることなく，故意に若しくはみだりに結果を無視し，いかなる
時，いかなる手段，又はいかなる方法であろうと，生死を問わずアメリカ
ン・イーグルとして知られているハクトウワシ又はイヌワシ又はその部位若
しくは巣若しくは卵を捕獲し，所持し，売却し，購入し，交換し，又は売却
を申し込み，輸送し，輸出し，又は輸入した者，および本法に従って発行さ
れる許可又は規制を侵害した者は，何人であろうと5,000ドル以内の罰金又
は 1 年以下の拘禁又は併科に処せられる。……
第668a 条（科学，展示および宗教的目的のハクトウワシ並びにイヌワシの捕
獲と使用）
　 　調査の後，内務長官が，公立博物館，科学団体および動物学上の公園の科
学的若しくは展示目的のために，又はインディアン部族の宗教的目的にとっ
てハクトウワシ又はイヌワシの見本の捕獲し，所持し，および輸送すること
が当該ワシの保護と両立する決定した場合，……内務長官の定める規則に従
って，当該ワシを捕獲することを認めることができる。 （傍線筆者）
　合衆国議会第93議会は，1973年12月28日，E
304）
SA を制定し（第16編1531条以
下
305）
），さらに合衆国議会第97議会は，1981年11月16日，1900年 5 月25日制定の
302）　16 U.S.C. §§ 668─668d （2014）.
303）　See generally Stephen Rosecan, A Meaningful Presentation: Proposing a Less Restrictive 
Way to Distribute Eagle Feathers, 42 NEW ENG. L. REV. 891 （2008）; Roberto Iraola, The Bald 
and Golden Eagle Protection Act, 68 ALBANY L. REV. 973 （2005）; Matthew Perkins, The 
Federal Indian Trust Doctrine and the Bald and Golden Eagle Protection Act: Could 
Application of the Doctrine Alter the Outcome in U.S. v. Hugs, 30 ENV. L. 701 （2000）.
304）　Act of Dec. 28, 1973, Pub. L. No. 93─205, 87 Stat. 884 （codified as amended 7 U.S.C. § 136, 
16 U.S.C. 1531 et seq. （2014））.
305）　See generally Holly Doremus, Listing Decisions Under the Engangered Species Act: Why 
Better Science Isn’t Always Better Policy, 75 WASH. U. L. Q. 1029 （1997）; Laurence Michael 
Bogert, That’s My Story and I’m Stickin’ to It. Is the “Best Available” Science Any Available 
Science Under the Endangered Species Act?, 31 IDAHO. L. REV. 85 （1994）; Oliver A. Houck, 
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「レイシー法」（the Lacey A
306）
ct）を改正し，「不法に捕獲された魚類および野生
生物の規制に関する法律」，所謂「1981年レイシー法改正」（the Lacey Act 
Amendments of 1
307）
981）（以下，LAA という。）を制定している（合衆国法律集第16編
第3371条以下
308）
）。以下抄訳である。
第3371条（定義）
　本法の目的にとって，以下の用語は当該各項に定めるところによる。
（c ）「インディアン部族法」という用語は，インディアンの部族若しくはバン
ド若しくは団体よって執行される行為の規制又はその他の準則をいう。但
し，当該規制又は準則が，合衆国法律集第 1 編第1151条〔インディアン・カ
ントリー〕に定義されたインディアン・カントリーに適用される限りにおい
ていう。
第3372条（禁止行為）
（a）標識犯罪（marking offense）以外の犯罪
　以下の各号に定める行為は，何人にとっても違法と看做される。
　（1 ）合衆国の法律若しくは条約若しくは規則に違反して，又はインディアン
法に違反して捕獲され，所持され，輸送され，若しくは売却された魚類又
は野生生物又は植物を，輸入し，輸出し，輸送し，売却し，獲得し，若し
くは購入すること。 （傍線筆者）
　（2）　上記合衆国議会制定法が争われた事件を見る。Dion 判決は，既に触
れたようにヤンクトン・スー族の部族構成員である D・ディオン（Dwight 
The Endangered Species Act and Its Implementation by the U.S. Department of Interior and 
Commerce, 64 U. COLO. L. REV. 277 （1993）.
306）　Act of May 25, 1900, ch. 553, 31 Stat 187.
307）　Act of Nov. 16, 1981, Pub. L. No. 97─79, 95 Stat. 1073 （codified as amended 16 U.S.C. §§ 
3371─3378 （2014））.
308）　See generally C. Jarrett Dieterle, The Lacey Act: A Case Study in the Mechanics of 
Overcriminalization, 102 GEORGETOWN L. J. 1279 （2014）; Kenneth B. Meyer, Note, Restitution 
and the Lacey Act: New Solutions, Old Remedies, 93 CORNELL L. REV. 849 （2008）; Robert S. 
Anderson, The Lacey Act: America’s Premier Weapon in the Fight Against Unlawful Wildlife 
Trafficking, 16 PUB. LAND L. REV. 27 （1995）.
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Dion）がノース・ダコタ州ヤンクトン・スー族保留地において ESA に違反
し， 4 羽のハクトウワシを殺害した罪で有罪判決を受けた事案であるが，地
方裁判所は，EPA に違反してハクトウワシを撃った罪については棄却した。
ディオンは，EPA および MBTA に違反して，ワシおよびその他の鳥の死
体並びに部位を売却した罪でも有罪とされた。合衆国第八巡回区控訴裁判所
は，ESA に違反してハクトウワシを殺害した罪を除いて全てのディオンの
有罪決定を支持した（752 F.2d 1261, 1270 （CA8 1985）; 762 F.2d 674, 694 （1985）.）。
控訴裁判所は，EPA に違反してハクトウワシを撃った罪についての地方裁
判所の棄却判決についても，これを支持した（752 F.2d at 1270）。サーシオレ
イライが認められた（474 U.S. 900 （1985）.）。合衆国最高裁判所は，ESA に基
づいて控訴裁判所がディオンの有罪を破棄したことに関する限りにおいて控
訴裁判所判決を覆し，EPA に基づくディオンの起訴の破棄を支持した
309）
。
　マーシャル裁判官が，法廷意見を執筆している。インディアン部族との条
約に基づいて彼ら部族に保障された権利を合衆国議会が消滅させることに関
して言えば，合衆国議会の法律の規定の文言は，明白かつ明確でなければな
らないが，当裁判所はかかる「明白かつ明確な意図の基準」について，ある
判決においては，合衆国議会は条約上の権利を消滅させるその意図を明白に
宣言しなければならないとしたが（See Leavenworth, L., & G. R. Co. v. United 
States, 92 U.S. 733, 741─42 （1876）.），またある判決においては，「法律の文言」と
同様に「立法史」および「立法を取り巻く諸状況」をも勘案すべきであると
判示した（See Rosebud Sioux Tribe v. Kneip, 430 U.S. 430 U.S. 584, 587 （1977）.）。確
かに前者が優先はするが，合衆国議会が消滅させたか否かの「明白な証拠」
にとって何が本質的かといえば，合衆国議会が一方ではその意図した行為と
他方でインディアンの条約上の権利との間の衝突を実際に考慮したか，そし
て条約を廃棄することによってその衝突を解決する途を選択したか否かにあ
る。合衆国法律集第16編第668条第 a 項および第668a 条の規定（EPA）の文
言からして，合衆国議会がハクトウワシおよびイヌワシを捕獲するインディ
309）　476 U.S. 734, 735─36 （1986）.
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アンの条約上の権利を消滅させようとした意図は明らかに見て取ることがで
きる。EPA の立法史が，かかる解釈を支持するところである。EPA は，も
ともと1940年に制定されたが，確かにインディアンについては明白に言及し
てはおらず，ハクトウワシの捕獲のみを禁じ，また豊富なハクトウワシに影
を投げ掛けてはいない。しかしながら，1962年になって合衆国議会は，イヌ
ワシにも EPA の適用を拡大しようとして同法を改正している。下院海運漁
業委員会漁業野生生物保護小委員会（Subcommittee of Fisheries and Wildlife 
Conservation of the House Committee on Merchant Marine and Fisheries）の1962年改
正案，同小委員会での公聴会，下院海運漁業委員会の報告書（インディアン部
族の宗教的目的でのハクトウワシないしイヌワシの捕獲を認めることを条件とする内容と
なっている。），内務省の書簡，上院公聴会（多くのインディアンの儀式と宗教にと
ってのハクトウワシの重要性を繰り返している。），および上院通商委員会公聴会等
の記録からして，合衆国議会は，1962年改正でインディアンがワシを捕獲す
る権利を消滅させたのである。すなわち合衆国議会は，インディアンの文化
的および宗教的利益を重視し，EPA の立法目的であるところの種保存の必
要性と比較衡量し，ワシの捕獲が認められる例外を狭義に（宗教的目的に限っ
て）規定したのである
310）
。被上訴人ディオンは，ESA を防禦として引き合い
に出し，合衆国議会が ESA を可決した際に条約上の権利を消滅させようと
意図した証拠は，EPA に関するそれに比べて一段と不十分であると主張し
た。これに対してマーシャル裁判官は，被上訴人は，ESA およびその立法
史はインディアンの狩猟権についてほとんど沈黙していると主張するが，本
件において合衆国議会が ESA においてインディアンの条約上の権利を消滅
させたか否かの問題は解決する必要はない。合衆国議会は，EPA を制定し，
および修正した際にハクトウワシを捕獲する被上訴人の条約上の権利を消滅
させたのであって，それ故に被上訴人は，ESA 違反の防禦として被上訴人
が主張し得るハクトウワシを捕獲する条約上の権利を保持しないからである
と判示している
311）
。
310）　Id. at 739─44.
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　（3）　次に，上記 LAA のインディアンへの適用をめぐって合衆国第九巡
回区控訴裁判所で争われた United States v. S
312）
ohappy（以下，Sohappy 判決とい
う。）に言及する。本件被上訴人である13人のインディアンは，1982年春の禁
猟期にワシントン州クックス・ランディング（Cooks Landing）ないしオレゴ
ン州セリロ（Celilo）で，インディアン法又は州法に違反して魚を捕獲し，儀
式用に魚を売買したとして LAA 違反の罪で有罪とされた（合衆国法律集第16
編第3372条第 a 項第 1 号，第3372条第 a 項第 2 号（A））。被上訴人らは，① LAA に
基づいて合衆国が部族法違反でインディアンを起訴することは，インディア
ンの主権を侵害し，インディアンの条約上の漁業権を侵害するものであっ
て，LAA は非インディアンのみに適用される，②合衆国は，部族法違反が
編入された LAA 違反の前提条件である被上訴人らの違法行為がインディア
ン・カントリー内で実行されたことを立証していない，③合衆国は，LAA
に基づく起訴の根拠となる州規制の有効性について適切に立証していないと
主張した
313）
。第九巡回区控訴裁判所は，以下のように判示し，被上訴人らを有
罪とした。
　争点①について。当裁判所は，United States v. Jackson（600 F.2d 1283 （9th 
Cir. 1979）.）（以下，Jackson 判決という。）で保留地での公認されていない狩猟に
ついて部族の排他的な管轄権が及ぶとした。部族構成員によって犯された犯
罪を処罰する権限は，部族に保留された主権の一部を構成することについて
争いはない（United States v. Wheeler, 435 U.S. 313, 328 （1978）.）。しかしながら，
Jackson 判決が言うところの「排他的」というのは，Ex parte Crow Dog
（109 U.S. 556 （1883）.）（以下，Crow Dog 判決という。）で合衆国最高裁判所が指し
示したところであるが，合衆国最高裁判所は，当該判決で「明確な合衆国議
会の指図がない場合，インディアン部族はインディアンによって他のインデ
ィアンに対して犯された犯罪について排他的刑事管轄権を及ぼす。」とした
311）　Id. at 745.
312）　770 F.2d 816 （9th Cir. 1985）.
313）　Id. at 817─18.
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のである。Jackson 判決における被告人たるインディアンは，公認されてい
ない狩猟目的でインディアンの土地に入ったのであって，犯罪行為はインデ
ィアンによる他のインディアンに対するそれである。かかる純粋にインディ
アンの内部問題について連邦の管轄権が排除されるのは，合理的と言い得る
ところである。しかし本件において LAA は，インディアンによって特定の
インディアン又はインディアンに対して行なわれるのではなくして，インデ
ィアンおよび非インディアンの漁業の機会を保護することを目的とした部族
法並びに合衆国議会制定法（LAA の部族法の編入を通して）に違反して行なわ
れる犯罪に適用されるのである。LAA を制定するに当たって合衆国議会
は，野生生物を保護する連邦，州および部族の法の網の支持を助けるため
に，違法に取得される野生生物の不法取引を抑制しようとしたのである。か
かる野生生物の保護目的は，一般的な公共の福祉を反映するものである。さ
らに言うべきは，違法に漁業を行なうことは純粋にインディアンの内部問題
に留まらず，連邦および州の利益（非インディアンを含む。）に影響を及ぼすと
ころであって，Jackson 判決および Crow Dog 判決は，部族は条約によって
漁業規制違反を犯したインディアンに対する排他的管轄権を保留するという
理論を支持するものではない。インディアンが，自らの指図に従って部族の
漁業規制を実施することに大きな利益を有していること，そして競合的な連
邦の管轄権が独自の部族の規制を損なうことは確かである。しかし，このこ
とは，インディアンの主権は必然的に制限され，および合衆国の優越的主権
と衝突してはならないという一般準則に矛盾するものではない。さらに
LAA に基づく連邦管轄権の行使は，基礎的な部族の規制を覆すというより
も，部族の権限を破壊するものではなく，侵害に対する連邦の刑罰を権限づ
けることによって部族法を支えているのである
314）
。LAA による魚類および野
生生物の捕獲禁止は，「何人」にも及ぶのであって（合衆国法律集第16編第3372
条第 a 項柱書），ここにいう何人には，インディアンも含まれると解される。
　インディアン部族法の編入に関しての合衆国議会の報告書によれば，「イ
314）　Id. at 818─20. 本文中 Crow Dog 判決について，拙著・註12，310頁以下参照。
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ンディアン部族の資源管理責任の故に立法部は，LLA の規定がインディア
ン部族の法若しくは規制を侵害して捕獲される魚類および野生生物に適用さ
れることを目的とする。」（S. Rep. No. 123, 97th Cong., 1st Sess. 4 （1981）.），「イン
ディアン部族の土地でのインディアン部族の資源管理責任は，LAA の適用
をインディアン部族の法若しくは規制を侵害して捕獲される魚類および野生
生物に拡大する必要がある。いかなるかかる変更も，LAA の下でのインデ
ィアン部族の権限の拡大を構成するものではなく，野生生物を保護する法の
全ての領域を支援することを許すに過ぎないのである。」（H.R. Rep. No. 276, 
97th Cong., 1st Sess. 13 （1981）.）とされている。LLA による禁止は，連邦および
州の規制を編入することによって部族法を超えて拡大されるところ，不法に
捕獲された魚類を売買する者を LAA の刑罰に服せしめるという総合的な目
的は，「連邦政府をして野生生物を保護する法の全領域に対するより適切な
支援を提供せしめることを認めるにある。」（S. Rep. No. 123, 97th Cong., 1st Sess. 
4 （1981）.）。野生生物を違法に売買するインディアンは，非インディアンの売
買する人と全く同様に，LAA の目的を毀損するのであって，厳格な LAA
の刑罰の適用は，「違法に捕獲したサケを売買することによって年間当たり
正味100,000ドルを缶詰めにする違反者を思いとどまらせる」（H.R. Rep. No. 
276, 97th Cong., 1st Sess. 11 （1981）.）に必要なのである。野生生物保護という合
衆国議会の目的を所与のものとした場合，合衆国議会がインディアンを含む
全ての者に LAA の適用しようとしたと解することには，合理性があると言
える
315）
。
　争点②について。LLA は，「合衆国法律集第18編第1151条に規定されたイ
ンディアン・カントリーに規制ないし準則が適用される」と規定していると
ころ（合衆国法律集第16編第3371条第 c 項），合衆国法律集第18編第1151条第 a 項
は，「いかなる公有地譲渡証書の発出にも拘わらず，連邦政府の管轄下にあ
るインディアン保留地の境界内にある全ての土地であって，当該保留地を走
行する通行権を含む。」と規定している。合衆国最高裁判所は，United 
315）　Id. at 820─81.
インディアン部族の狩猟権，漁業権および採集権（下）　　19
States v. John（437 U.S. 634 （1978）.）で「合衆国議会が連邦政府によってイン
ディアンの利益のために信託保有されると宣言した土地は，連邦の刑事管轄
権〔合衆国法律集第18編第1153条〕の目的にとって『保留地』となる。」（Id. 
at 649）とし，United States v. Pelican（232 U.S. 442 （1914）.）で，保留地と判
断されるための原則的な判断基準は，土地が「連邦政府の監督の下，インデ
ィアン自身のための利用に有効に保留されてきた」か否かにあると判示して
いるところである（Id. at 449）。連邦政府は，本件訴訟の事実審において争点
となった土地であるセリロおよびクックス・ランディングの権原が，合衆国
議会法に従って「コロンビア川条約」（Columbia River treaty）の当事者たる部
族の利益のために連邦政府によって保有されていることを示すインディアン
問題局の公認の権原記録を提示している。従って連邦政府は，セリロおよび
クックス・ランディングがインディアン・カントリー内にあることを適切に
立証している
316）
。
　争点③について。インディアン・カントリー内での部族構成員は，州法違
反で LAA の下で訴追され得るが，連邦政府は，州法がンディアン・カント
リー内での部族構成員に適用される有効な資源保護規制であることを立証し
なければならない。本件において，連邦政府は，その立証責任を果たしてい
る
317）
。LAA については，節を改めて再度取り上げることになろう（Ⅵ─ 3 ─（2）
参照。）。
　（4）　渡り鳥条約法は，保留地のインディアンに適用されるか。合衆国ミ
ネソタ州地区地方裁判所で審理された United States v. B
318）
resette（以下，
Bresette 判決という。）は，我われ日本人にもよく知っているところの「ドリー
ム・キャッチャー」（dream catcher）をインディアンの部族構成員がその店舗
で販売し得るか否かが争われた事案である。レイク・スーペリアー・チッペ
ワ・インディアン（Lake Superior Chippewa Indian）のレッド・クリフ・バンド
316）　Id at 822─83. 本文中 United States v. Pelican について，拙著・前掲註14，164頁以下参照。
317）　Id. at 823─25.
318）　761 F. Supp. 658 （Minn. 1991）.
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（Red Cliff Band）の登録構成員である本件被告人ウォルター・A・ブレセッテ
ィー（Walter A. Bresette）は，ミネソタ州の都市ダールス（Duluth）に位置す
るミラー・ヒル・モール（Miller Hill Mall）でチッペワ族やその他のアメリカ
先住民が作る手工芸品を販売する店舗を経営していた。もう 1 人の本件被告
人エスター・ナーガナブ（Esther Nahgahnub）は，ダールスに近いフォンデュ
ラク族保留地（Fond Du Lac Reservation）に居住しているレイク・スーペリア
ー・チッペワ・インディアンのフォンデュラク・バンド（Fond Du Lac Band）
の登録構成員である。1989年12月16日，合衆国内務省の特別捜査官（special 
agent）は，ダールスの本件店舗を訪問し，ドリーム・チャッチャー（以下，
「本件物件」という。）に取り付けられた渡り鳥の羽毛を記録にとどめた。同年
12月18日， ミ ネ ソ タ 州 自 然 資 源 保 護 省（Minnesota Department of Natural 
Resources）の捜査官は，同店でドリーム・キャッチャーを購入した。翌日連
邦捜査官は，同店に立ち戻り，本件被告人ブレセッティーと対面し，本件物
件の販売が違法である旨告知した。その際，本件被告人ナーガナブは，連邦
捜査官に彼女が同店で本件物件の幾つかを路上轢死動物から集めたフクロウ
の羽毛と友人から譲り受けたアカオノリス（redtailed hawk）の羽毛から作っ
たと話している。連邦捜査官は，本件物件の 5 個を没収し，その後州捜査官
から 1 個を受け取っている。連邦による室内分析の結果，本件物件は，カナ
ダガン（Canada goose），青ハクガン（blue/snow goose）およびアカオノリスの
羽毛から作られていることが明らかとなった。ブレセッティーは，アカオノ
リスの羽毛をナーガナブから受け取ったと証言し，ナーガナブは羽毛をフォ
ンデュラク族保留地ないしその近隣で取得していた。ブレセッティーは，そ
の他の羽毛をレッド・クリフ・バンドの登録構成員である 2 人の女性から受
け取っていたことが明らかになった。そこで 2 人の被告人は，渡り鳥条約法
違反の罪で起訴され，被告人らが訴え却下の申立てを行なった
319）
。
　本件の争点は，①チッペワ族は，羽毛を販売する条約上の権利を有してい
るか否か（争点①），②合衆国議会は，渡り鳥条約法を制定することによって
319）　Id. at 659─60.
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条約上の権利を消滅させたのか（争点②），そして③渡り鳥の羽毛の売買禁止
は，Puyallup I 判決
320）
で合衆国最高裁判所が打ち立てた裁判法理（差別基準）に
反して差別的規定に当たらないか（争点③）にあった。合衆国ミネソタ州地
区地方裁判所は，以下のように判決を下し，被告人らの訴え却下の申立てを
認めている。
　争点①について。被告人らは，チッペワ族との1842年条約および1854年条
約に基づいて本件羽毛を取得したと主張する。これら権利は，用益権─土
地からの狩猟および採集によって生計をたてる権利─として知られてい
る。本件においてチッペワ族が，五大湖地域のテリトリーを連邦政府に譲渡
した1837年，1842年そして1854年の条約が関係してくる。1854年条約は，フ
ォンデュラク族保留地を含むミネソタ州北西部の多くの土地にかかわってお
り，1837年と1842年の条約は，ウィスコンシン州北西部の 3 分の 1 およびミ
シガン州北西部のアッパー半島（Upper Peninsula）の土地にかかわっている。
レッド・クリフ族保留地（Red Cliff Reservation）は，1842年条約で譲渡された
テリトリー内に位置している。被告人らは，チッペワ族の利益の継承人であ
ることに争いはない。1837年条約には，チッペワ族に「譲渡されたテリトリ
ーを含む土地，河川および湖沼で狩猟し，漁猟し，並びにマコモを採集する
特権が，合衆国大統領の仰せのままに保障される。」と規定されている。
1842年条約には，「インディアンは，合衆国大統領によって移住が命じられ
るまでの間，占有に伴うその他の権利とともに，譲渡されたテリトリーで狩
猟する権利を有することを明記する。」と定められている。1850年に移住の
ための大統領命令が発出されたが，チッペワ族はこれに反対し，連邦政府は
他の手段として保留地制度を採用し，1854年条約でフォンデュラク族保留地
とレッド・クリフ族保留地を含む保留地を設立した。しかしチッペワ族は，
再々度権利の保留を求め，条約で「大統領に命じられるまで，譲渡された土
地で狩猟および漁猟の権利を有する。」とされた。合衆国第七巡回区控訴裁
判所は，Lac Courte Oreilles Band of Lake Superior Chippewa Indians v. 
320）　391 U.S. 392 （1968）.
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Wisconsin（700 F.2d 341 （7th Cir. 1983）.）で，上記諸条約はチッペワ族に譲渡
されたテリトリーでの完全なる用益権を保留したものであるとしている（Id. 
at 348）。 当 該 判 決 お よ び Lac Courte Oreilles Band of Lake Superior 
Chippewa Indians v. Wisconsin（760 F.2d 177, 182 （7th Cir. 1985）.）に照らして
1842年条約および1854年条約は，チッペワ族に完全なる用益権を保留したも
のと認められる
321）
。
　争点②について。権利消滅の問題を審理するに際して裁判所は，第一に制
定法の文面を審理する必要があるが，当該制定法の立法史および立法を取り
巻 く 諸 状 況 を も 精 査 し な け れ ば な ら な い（Dion 判 決（476 U.S. 734, 739 
（1986）.））。本件渡り鳥条約法は，合衆国議会がインディアンの条約上の権利
を考慮し，当該権利を消滅させることを選択したことを示唆するものは何ら
存在しないところである。確かに同法はアラスカ州に居住するアメリカ先住
民に食料および衣服に用いるための渡り鳥の捕獲を明確に認めているが（合
衆国法律集第16編第704条，第712条），このことは，アラスカアメリカ先住民は条
約上の権利をもたないが故に，本件の条約上の権利を審理するに際して何ら
の関連性もないところである。制定法がインディアンの条約上の権利に関連
する文言を欠いていることからして合衆国議会は，本件法律を制定するにさ
いして被告人らの条約上の権利を消滅させたものとは認められない
322）
。
　争点③について。連邦政府は，一般的に適用される制定法（statute of 
generalapplicability）は，Dion 判決の下で要求されたように権利の明白な消滅
がたとえ存在しないとしても一連のワシントン州とプュヤルップ族との訴訟
の中の Puyallup I 判決に従ってインディアンの条約上の権利を制限できる
と主張する。合衆国ウィスコンシン州西部地区地方裁判所は，LCO III 判決
（653 F. Supp. 1420 （W.D. Wis. 1987）.）で Dion 判決と Puyallup I 判決とを立て分
けているが，その理由は，前者における条約上の権利が「排他的な保留地の
狩猟権」であったのに対して，後者において主張された権利はそうではなか
321）　761 F. Supp. at 660─62.
322）　Id at 662─64.
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ったからである（Id. at 1434─35）。Puyallup III 判決（414 U.S. 44 （1973）.）で問
題とされた一部制限は，インディアンが「スチールヘッド・トラウトが，定
置網に入ってくるまで最後の生き残りのそれを追い求めること」（Id. at 49）
を禁止するにあった。本件におけるミネソタ州北部とウィスコンシン州の渡
り鳥は，絶滅の危機には瀕していないのである
323）
。
　（5）　ところで合衆国議会は，規制を加えるだけでなく，反対にインディ
アンの条約上の権利行使に便宜を与えていることが窺えるところである。合
衆国議会第100議会第 2 会議は，1988年11月10日に「1988年技術的是正およ
び雑歳入に関する法律」（the Technical and Miscellaneous Revenue Act of 1
324）
988）を
制定し，連邦税法の技術的修正を通して実質的に「内国歳入法典」（the 
Internal Revenue Code）の改正を行なったが，当該法律の中でインディアンの
漁業権に関して，その所得税（income tax），自営業者税（self─employment tax）
および雇用税（employment tax）について 2 ヵ条を置き，連邦および州はイン
ディアン部族の漁業権行使に当該課税はできないものと規定している。それ
ぞれ合衆国法律集第26編第7873条
325）
，第25編第71条
326）
に編纂されている。以下，
抄訳である。
合衆国法律集第26編第7873条　インディアンが漁業権行使によって得る所得
　（a）一般規定
　　（1 ）所得税および自営業者税　いかなる租税も，以下に定めるインディア
ン部族の漁業権に関連する活動から得られる所得に関しては第 A 節
〔合衆国法律集第26編第 1 条以下〕を根拠に課されてはならない。
　　　（A ）インディアン部族の部族構成員によって直接的に得られる所得，
又は有資格のインディアン団体（qualified Indian entity）を通して
323）　Id. at 664.
324）　Act of Nov. 10, 1988, Pub. L. No. 100─647, 102 Stat. 3342.
325）　26 U.S.C. § 7873 （2014）. History: Added Nov. 10, 1988, Pub. L. No. 100─647, Title III § 
3041（a）, 102 Stat. 3640.
326）　25 U.S.C. § 71 （2014）. History: R. S. § 2079; Nov. 10, 1988. Pub. L. No. 100─647, Title III, 
Subtitle E, § 3042, 102 Stat. 3641.
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得られる所得。
　　　（B）有資格のインディアン団体によって得られる所得。
　　（2 ） 雇用税　いかなる租税も，第 C 節〔合衆国法律集第26編第3101条以
下〕を根拠に，インディアン部族の部族構成員による当該部族の公認の
漁業権行使の事業に関して当該部族の他の部族構成員又は有資格のイン
ディアン団体に支払われる報酬について課されてはならない。
　（b ）定義　本条において次に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定
めるところによる。
　　（1 ）漁業権に関連する活動　「漁業権に関連する活動」とは，インディア
ン部族に関し，当該部族の公認の漁業権行使において捕獲される魚類を
集積し，加工処理し，若しくは輸送することに直接的に関連し，又は当
該捕獲が当該部族の部族構成員によって行なわれる場合に当該魚類の売
却に実質的に関連するする全ての活動をいう。
　　（2 ）公認の漁業権　「公認の漁業権」とは，インディアン部族に関し，
1988年 3 月17日の時点で当該部族と合衆国との間の条約又は行政命令又
は合衆国議会制定法で保障された漁業権をいう。
　　（3 ）有資格のインディアン団体
　　　（A ）一般規定　「有資格のインディアン団体」インディアン部族に関
し，以下に定める全ての団体をいう。
　　　　（ⅰ ）団体が，インディアン部族の漁業権に関連する活動に従事して
いる場合。
　　　　（ⅱ ）団体におけるエクイティ上の利益（equity interests）の全て
が，有資格のインディアン部族，当該部族の部族構成員若しくは
部族構成員の配偶者によって所有されている場合。
　　　　（ⅲ ）別に規則で定められる場合を除いて，魚類の何らかの実質的な
加工処理又は輸送に従事する団体においては，団体の年間総収入
の90パーセント若しくはそれ以上が，団体におけるエクイティー
上の利益の少なくとも10パーセント以上を所有する 1 つ又はそれ
以上の有資格のインディアン部族の漁業権に関連する活動から得
られる場合。
　　　　（ⅳ ）実質的に団体の全ての管理機能が，有資格のインディアン部族
の部族構成員によって履行される場合。（ⅲ）の目的にとって，有
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資格のインディアン部族の部族構成員（若しくは部族構成員の配
偶者）によって所有されるエクイティ上の利益は，部族によって
所有されるものと看做される。
　　　（B ）有資格のインディアン部族　本条 b 項 3 号（A）の目的にとって，
インディアン部族とは，団体に関し，当該団体がインディアン部族
の漁業権に関連する活動に従事する場合，有資格のインディアン部
族をいう。
　　　（c）特別規定（略）
合衆国法律集第25編第71条　インディアン部族との将来の条約
　合衆国の領土内のいかなるインディアンのネーション若しくは部族も，合衆
国が条約を締結し得る独立の国家若しくは部族若しくはは権力として承認さ
れ，又は公認されない。但し，1871年 3 月 3 日〔インディアンとの条約締結を
以後認めないとする合衆国議会制定法の制定日を指す（筆者註）〕以前にイン
ディアンのネーション若しくは部族との間で合法的に締結され，批准された条
約に基づくいかなる義務も，以後無効とされ，又は損なわれてはならない。イ
ンディアン部族の漁業権が保障された条約，行政命令および合衆国議会制定法
は，1986年内国歳入法典第7873条〔合衆国法律集第26編第7873条〕が当該条約
によって保障された漁業権行使から得られる利益に連邦税を課すことを認めて
いない場合，州又はその地方統治区分の法に基づいて，当該所得に類似の租税
を課すことが禁止されるものと解釈されなければならない。
　（6）　政府機関である内務省は，①合衆国議会の委任がある場合，②部族
との条約によって権限を授与されている場合，そして③同省の負うところの
信託責任に適う場合，保留地のインディアンの狩猟，漁業および採集の権利
を規制し得るとされる
327）
。
　合衆国法律集第25編第 2 条
328）
は，「インディアン問題局長（Commissioner of 
Indian Affairs）は，内務長官の指図および大統領が定める行政規則に従って，
327）　See COHEN’S HANDBOOK, 2012 ed, supra note 135, § 18.03 ［2］, at 1162.
328）　25 U.S.C. § 2 （2014）.
26　　創価ロージャーナル第 9 号
全てのインディアン問題並びにインディアンとの関係から生ずる全ての事項
に関して処理を行なうものとする。」と規定し，同編第 9 条
329）
は「大統領は，
インディアン問題に関連する法律の規定を有効ならしめるため，およびイン
ディアン問題の収支決算（settlement of accounts）のために必要と考える行政
規則を定めることができる。」と規定している。
　（5）　合衆国第九巡回区控訴裁判所は，LAA および連邦行政命令集第25
編第250.8条第 d 項ないし第 f 項に違反して，カリフォルニア州のフーパ・
ヴァレー保留地（Hoopa Valley Reservation）に居住するユロク・インディアン
部族（Yurok Indian Tribe）の複数の部族構成員が，保留地内で捕獲した遡河
魚を違法に売却したとして起訴された United States v. E
330）
berhardt（以下，
Eberhardt 判決という。）において，合衆国法律集第25編の一般的信託法
（general trust statute）が，合衆国の信託義務と比例してインディアン問題お
よびその財産を監督し，管理する広範な権限を内務省に与えているとし，内
務省は，合衆国法律集第25編第 2 条および同編第 9 条従ってインディアンの
自然資源を管理し，および保護する義務と矛盾することなく保留地のインデ
ィアンの漁業規制を行なう権限を有すると判示している
331）
。
　また合衆国第十巡回区控訴裁判所は，ウィンド・リヴァー・インディアン
保留地（Wind River Indian Reservation）のアラパホ族（Arapahoe）が同じ保留地
に居住するショーソン族の要請に基づいてインディアン問題局が公表した当
該保留地の「暫定的野生生物命令集」（interim game code）に関して宣言的救
済と差止命令による救済を求めて争った Northern Arapahoe Tribe v. H
332）
odel
で，内務長官およびその権限下にある公務員の行為は，行政法の原理に従っ
て司法審査に服し，他の領域と同様にインディアン事項において連邦行政官
は，合衆国議会によって当該行政官に付与された権限行使に限定される。合
衆国議会は，内務長官にインディアン問題を処理し，インディアン問題に関
329）　25 U.S.C. § 9 （2014）.
330）　789 F.2d 1354 （9th Cir. 1986）.
331）　Id. at 1360─61.
332）　808 F.2d 741 （10th Cir. 1987）.
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する行政規則を定める広範な権限を委任している。合衆国法律集第25編第 2
条および同編第 9 条の文言と保留地における狩猟が歴史的には部族の自己規
制に関する事項であったことを勘案した場合，同諸条項それ自体が狩猟に関
する行政規則を支持するものと言い得るかに疑問が残るところであるが，連
邦政府とインディアン部族との間の独特な関係，およびインディアンとの条
約並びに信託関係からして合衆国法律集第25編第 2 条および同編第 9 条は，
内務長官に狩猟規制を定めるに必要な権限を与えていると解されると判示し
ている
333）
。
333）　Id at 748─50.
